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経営情報教育の構想
一惰蚤営情報学の確立に向けて＿
庭本佳和
I 経営情報学部（学科）の誕生と教育理念の空洞化
ーー経営情報学未確立がもたらす負の遺産―
1.情報化社会の到来と経営情報学部の登場
1960年代から，商学部，経営学部の一部科目（事務管理論や情報管理論）
で，コンピュータ利用や情報管理研究がなされていたとはいえ，わが国で
最初の経営情報学部は，産能大学（当時は産業能率大学）によって， 1978
年に設立された。学科単位で見れば，横浜商科大学商学部における経営情
報学科 (1974)がこれより先行していたが，いずれにしても，その設立は
それまで工学部や理学部を中心にしたハード研究を基礎に進められてきた
情報研究が，ソフト指向ないしユーザーの観点からの情報研究への転換を
意味している。時あたかも実務界でも，分散処理とエンドユーザー指向を
標榜して芽を膨らましつつあったOA（オフィスオートメーション）化の
動きが急であった。確かに80年代から90年代にかけてのOA化や情報化の
進展と経営情報学部の設立状況はほぼ重なっている。たとえば，産能大学
に続いて比較的早く経営情報学部を設立した摂南大学，中部大学の後は，
雨後の竹の子のように，続々と文系の情報関連学部や学科（情報学部や総
合情報学部など）が設立されており，資料を見ずには，それらを正確に述
べることさえ難しい。「国際」と並んで，まさに「情報」は， 80年代から90
年代にかけての大学や学部（学科）新設・増設のキーワードであった。最
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近，新設が多い「政策」関連学部にも「情報」は深くかかわっている。
これら学部や学科が， 80年代の経済の隆盛（今Bから見れば，バプル）
の中で構想され，企業をはじめとする経営体の情報化に伴って，近い将来
に大量に不足が予想された情報技術者（プログラマー，ソフト開発者，シ
ステム・エンジニア，システム・プランナー）などを養成することをめざ
して設立されたことは，いうまでもない。経済のソフト化とともに，企業
のシステム部門を超えて，あらゆる部門で情報化人材への期待が高まって
いたし，ソフトウエア産業もまた拡大の一途であった。誰もが情報関連学
部，学科の前途は洋々としていると考えたとしても不思議ではなかったの
である。
だが， 90年代初頭のバプルの崩壊は状況を一変させた。大規模のシステ
ム投資が業績を圧迫する多くの企業で情報システム計画の見直しやシステ
ム部門の再編成がなされ，不況知らずのソフトウエア産業を，さらには情
報関連学部本来の求人をも直撃した。また情報技術も，メインフレーム・
コンピュータから高性能化したパソコンを分散・統合するネットワークへ
と重心を移し，経営組織の情報技術利用に根本的変革を迫ったことも，こ
れに拍車をかけていよう。いわゆる「ダウンサイジング」の動きで，情報
システム部門に変革を余俄なくさせている。もっとも，このような動きが
教育の内容への厳しい問いかけとともに，経営情報教育への期待を再燃さ
せてもいる。この点は次節で論じたい。
2.経営情報学部の現状と教育理念の空洞化
経営情報学部や学科にとって，上述のような景気や情報技術の動向以上
に深刻な事態は，経営教育と情報教育を融合ないし統合させるという教育
理念が，必ずしも実現せず，今や空洞化の危機に見舞われいてることでは
ないだろうか。総合情報学部や総合政策学部になれば，融合ないし統合の
視点の確立はより困難であろうが，ここでは触れない。
それでは，経営情報学部に代表される文系情報関連学部ではどのような
経営情報教育の構想（庭本） (469) 27 
方法で融合がめざされているのか。これも大きく 2つに分けられる。 (1)伝
統的なカリキュラム編成に情報教育科目を組み込むもので．コンピュー
タ・リテラシーを涵養した後は，経営学関連研究を専攻する学科と情報関
連研究を専攻する学科に別れることが多い。 (2)情報教育を基礎とし，それ
を専門教育に応用しようとするもので．少なくとも両者は同じウェイトを
もち，それを経営意思決定システム論，経営モデル分析論，会計データ処
理論，財務管理システム論．管理会計システム論といった専門教育領域で
のシステム演習において融合しようというものである。吉田によれば，（1)
は分離型，（2）は融合型と位慨づけられている 1)0
ここで分離型といわれる(1)にしても，これまで商学部ないし経営学部で，
専門教育と何ら脈絡なく情報教育が施されてきた（図 1) ことを思えば，
より豊かになった情報教育を経営学的視点から位置づけるという意味で
は，体系化がはかられることになり，一歩も二歩も前進であろう（図 3)。
もっとも，経営学部の情報教育が進展するであろう将米を見据えるとき，
このタイプの経営情報学部は差異性．独自性を主張することが難しくなる
に違いない。情報教育の進んだアメリカには経営情報学部が存在せず．経
営学部一本であることも．この間の事情を物語っている。むしろ．経営情
報学部内に設置された情報学科ないし情報システム学科が．経営学部から
自立した存在意義を主張することになろうが．これとて理系の情報学部や
図1 経営学部の情報教育 図 2 融合型(2)における情報科学と
経営・会計領域の関係
1)吉田寛「社会科学系大学における情報教育」『流通科学大学論集 経済・経営情報
編』 Vol.1,N o.l, September, 1992, pp.1-15. 
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図3 分離咆(I)経常梢報学部の現状 図4 融合型経営l行報学部の現状
学科と競争することは，そうたやすいことではないだろう。
それでは融合型といわれる(2)はどうであろうか。これは，コンピュータ・
リテラシー，システム基礎能力を涵養し，それを経営問題の発見，分析，
解決に向けて適用するプロセスで，融合をめざしている。この場合も，コ
ンピュータ・リテラシーは経営問題（ないし社会問題）を分析するツール
であるため，ー兄，（1）のタイプと同じようであるが，基本的考え方は大き
く異なる。確かに，情報系科目は支援科目に位箇づけられているようにも
読み取れるが，ここではまず「コンピュータ・リテラシー在りき」という
発想が貫かれており，経済・経営はその応用分野，厳しく言えば，単なる
適用領域にすぎない（図 2)。表面的にはともかく，見えない背後には理系
の論理（情報科学・技術指向）が相当強く貫徹している（実態がそうだと
いうのではなく，あくまで発想であるが，流通科学大学情報学部はその典
型といえる。関西大学総合情報学部もその色彩が強い）。
ところで融合型と主張される(2)の成否は，専門科目の講義と連動したシ
ステム演習（コンピュータ実習）が握っていよう。理論的な講義とコンピ
ュータ・リテラシーを基礎にしたシステム演習が一体となって，経営情報
教育が完成すると構想されている。しかし，現時点では多くの大学で必ず
しも十分に機能していない。この理由の一つは，学際的な学部の宿命の学
ぶべき科目の多さの中で，学生が専門科目の理解不足をきたすことである。
またコンピュータ・リテラシーの涵養を謳う割に，コンピュータ活用スキ
ルに欠く者も少なくない。これは私学文系情報関連学部のアキレス腱であ
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るが，今後のカリキュラムの工夫と教員の努力，そして設備の充実のなか
で，徐々に解決してゆくに違いない2)。
より大きな問題は，むしろシステム演習担当者の教育能力にある。専門
講義担当者は情報技術活用能力がないことが多く，情報教育担当者は専門
講義担当能力を欠くのが一般的であるため，システム演習担当者の確保が
難しいことだ。自由自在に情報技術を操って理論的な研究を行い，かつシ
ステム演習の教材を楽々とつくって，分かりやすく説明できる人材は，今
のところ決して多くはない。一見，優れた融合型情報教育を指向しながら，
その内実が空洞化（図 4) しやすいのは，そのためである。
もちろん将来に目を転じれば，専任であれ，非常勤であれ，講義と一貫
して専門領域のシステム演習を担当できる教員は多くなってくるだろう。
ここに融合型情報教育理念の体現者としてのシステム演習が実現する。だ
が，その時は，分離型経営情報学部どころか経営学部の通常の教育が，人
材を得て，このレベルまで進化するかもしれない（たとえば，コンピュー
タを駆使した経営管理論や経営分析の講義の出現）。しかも，経営学部教育
における最大の狙いが，広い教養教育と深い専門教育を通して，経営学的
な視点，見方の確立であるとすれば，情報教育は当然にこの観点（経営学
的視点）から明確に統合され，体系化されるはずである（図 5)。
翻って，融合型といわれる情報教育の場合，システム演習が強調される
だけで，その統合原理が浮かぴ上がってこない。いかなる学的視点に立つ
かがあいまいなのだ。そこではカリキュラムの体系化が困難となる。教育
理念の空洞化は，何よりもこの点から生じる。つまり，旧パラダイムを否
定して，一歩踏み出してみたものの，方向を示し，足元を固めるべき新し
いパラダイムがないのである。これを経営情報科学ないし経営情報学（＝
経営情報的視点）の確立の問題だと言い換えてもよい。当然，経営情報的
2)将来を遠望するとき，小学校にもパソコンが導入され，中学・高校で情報教育が
施されるようになりつつある現状を思えば，大学でコンピュータ・リテラシーの涵
養を謳うことさえ意味をなさなくなるとも考えられる。
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図5 分離型(1)経営情報学部の理念
および将来の経営学部
図 6 融合型(2)経営情報学部の理念
←技術・知識の適用 ←統合視点
視点の未確立は，分離型(1)ともいわれる伝統的なカリキュラムに情報教育
を組み込む場合よりも，情報教育の総合化をはかった，一見，革新的な融
合型(2)のカリキュラムの方が一層深刻な事態をもたらすといえる（図 6)。
教育理念の空洞化とは，融合型ないし統合型が何よりも必要とする経営情
報学の未確立が残した，まさに負の遺産に違いない。
I 情報通信技術の進展と経営情報教育に対する期待の再燃
ー情報学から経営情報学ヘ―
1.情報通信技術の急進展と経営情報活用能力（＝経営情報的視点）
の浮上
冒頭で触れたように，経営情報学部・学科が，分散処理とエンドユーザ
ー指向に標榜されるOA化の動きと合わせるかのように誕生し，増加して
いったことは象徴的である。それはまた，情報技術が通信と結ぴついて融
合し，ネットワーク化してゆく歩みとともにしていた。今や「コンピュー
タとはネットワーク」にほかならない。このコンピュータ・ネットワーク
も80年代後半の大型機に端末がぶらさがる「星型」から，高性能になった
パソコンやワークステーションが分散しつつ結合するネットワークヘと進
展をみせ， 90年代に入ると，水平分散的なクライアント・サーバーシステ
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ムとして本格化した。そこには当然，オープンシステム化の波が伴ってい
る。顧客であるユーザーは，メーカーのアーキテクチャーに縛られること
なく，コストや性能で自由にシステムを選択できるようになった。その結
果，ハード・ソフトを問わず，ますます激しくなったメーカー間の競争は，
情報技術を一層向上させ，小型で携帯性のすぐれた高性能の知的製品を
続々生みだしている。さらに，画像や音声を駆使して人間感性に訴えかけ
るマルチメディア状況を現出させた。
このような情報技術の急速な進展は，経営体， とりわけ企業に影響を与
えずにはおかない。ここに情報技術の経営への適用・浸透が経営情報化だ
とすれば，それは「あらゆる経営活動（生産・販売活動やオフィス活動な
どの組織活動）を，人間の諸器官（手足，感覚器官，頭脳など）の一部に
代わって，近年の情報通信技術が自動的に，ないしは支援的に実行し，観
察し，伝え，記録・保存・検索することによって，速やかな判断や意思決
定することを促すオペレーション」とでも定義しておこう。広く制御を含
む自動化と人間の思考およびコミュニケーションに対する支援機能が経営
情報化の核心であるが，近年のネットワーク化が，この二つの機能を時間・
空間を超えて飛躍的に拡大させ，経営体に競争力の強化を含めたビジネス
チャンスと組織変革の機会をもたらしたことは否定できない。
確かに，ネットワーク化によって，企業は生産・在庫・販売・出荷・流
通活動の統合化・分散化がコスト節減をはかりつつ可能となったし，広域
活動もできるようになった。さらに商社や大手メーカーなどは，グローバ
ル・ネットワーク戦略を展開するに至っている。また，旅客運輸やホテル
と旅行代理店の間の予約システムや，問屋やメーカーと量販店との受発注
システム， POSシステムも当たり前になった。これらは一時，戦略的情報
システム (SIS)と騒がれたが，今では統合的業務情報システムとして定着
している。またインターネット時代の到来とともに，それを組織内的に活
用するイントラネットや組織間に展開するエキストラネットとして再編成
する動きも見せている。
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もちろん，コンピュータ・ネットワークの利用はデータ処理と検索や指
令にとどまらない。ユーザー相互のコミュニケーションの利用へも広がっ
てきた。たとえば，協働しようとする人に階層を経由せず，回線で結んだ
コミュニケーションを通じて直接働きかけることも可能だ。電子メイルは
リアルタイムに空間を超え（即時化），時差をも克服（タイムシフト）して，
意見を交換（双方向化＝主体化）し，協働を誘発させる技術的基盤である。
組織階層や部門の壁を破って，分散的で断片的な現場情報や知識の共有と
統合ばかりか，当該部門の組織価値や知識を異質な他者の眼で照らしだし
て流動化をはかり，創造性につなぐ可能性をも秘めている。実際，コンピ
ュータ・ネットワークがヒューマン・ネットワークを支え，人々の協働に
寄与するようになった。ここから，組織のフラット化をはじめ組織変革の
主張が生まれる。さらにネットワークが組織を超えて広がるとき実現する
一つがバーチャル・コーポレーションにほかならない。いずれも組織変革
の動きだといえるが，情報科学や情報技術論からでは答えがたい理論的問
題を生起させる。
一つは，コンピュータ・ネットワークとそれに甚礎をおくコミュニケー
ション・ネットワークが組織の境界を超えて広がるとき，組織の境界その
ものをあいまいにして，「組織とは何か」という深刻な問いかけを生む。こ
の問いに答えることなしに，ネットワーク組織やバーチャル・コーポレー
ションを理解することは困難である。これについては既に論じているの
で叫これ以上触れないが，このような問題に直面することだけは指摘して
おきたい。いま一つは，情報技術を組織に適用さえすれば，直ちに「協働
を高めたり，ビジネスチャンスを櫃んだり，組織変革につながるのか」と
いう問題である。
確かに全社的情報化は，新しい情報技術（携帯用情報機器）の拡散とと
3)庭本佳和「情報通信技術の発展と近未米組織」『オフィス・オー トメー ション』 (0
A学会） Vol.13, N o.2, 1992. 
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もに，全社的にデータ収集・処理・検索システムを組み込むことになり，
情報システム部門を超えて，オペレーティング・システムが著しく拡大す
る。これは，一面で情報システム部門の比率の低下ないし縮小をもたらし，
他面では全社的な情報技術活用能力の要請を生む。事実，先進的な企業の
一部では，情報システム部門を解体・再編し，そのメンバーの全社的な配
置換えをし始めた4)。これは明確な組織変革への胎動である。経営情報教育
への期待の縮小と再燃（期待の変質）の下地は，ここにある。
ところで，全社的データ収集システムが検索システムやクライアント・
サーパシステムにおける電子メイル利用と結びつくとき，現場データをト
ップが直接引き出したり， トップヘの直接的提案やコミュニケーションを
可能にし， トップの集中管理と索早い組織的対応を支えるであろう。しか
し，コンピュータがもたらす現場データは意味の幅が切り藩とされており，
必ずしも情報の膨らみを持たないということが忘れられてはならない。ル
ーティンな管理機能を遂行する場合はともかく，データをヒントに閃きや
創造性を生みだすには，全体を見通す力もつと同時に現場の仕事を熟知し
た鋭敏なミドルによって，膨らまし解釈されることが必要だ。そこに，組
細造のフラット化が叫ばれながら，一挙に実現しえない事情もある丸む
しろ，わが国大企業の場合， ミドル層のリストラ以上にトップ層のリスト
ラによるフラット化が効果的であろう。閃きや解釈にしても，ある程度仕
事に精通していることが前提だからだ。現場を離れているトップの多くは
この前提条件が満たしにくく，ともすれば，自ら見えるデータにとらわれ
やすい。戦略転換の場面で，これに過度に依存すれば，情報化の罠に陥っ
て，かえって戦略硬直化・組織硬直化を招いてしまう。したがって，情報
技術の威力と限界を知ることが，とりわけ経営者に重要である。
4)花王にその動きがある（『日経情報ストラテジー』 1995年1月号）。
5)内田洋行のように，管理職と部下の意思疎通をよくし，能力評価を正確にするた
めにも，組織のフラット化を指向しない企業もある（『日本経済新聞』 1997年2月22
日朝刊）。
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電子メイルにしても，明確な経営的視点，組織的視点から活用しなけれ
ば，あるいは組織編成原理の変更がないまま導入すれば，従来のコミュニ
ケーション手段の便利な代用物や業務のスピードアップ効果にとどまり，
標榜されているようなフラットなネットワーク型組織が実現するとは限ら
ない。「情報共有の場」，ましてや「情報創造の場」を現出させるには，か
なり緩やかであっても，経営情報的視点，組織インテリジェンスを確立し
ていることが必要である。情報活用能力には，当然，これが含まれている。
また，電子メイルが意思決定の迅速化を可能にする手段だとしても，わが
国の現行の意思決定システムを前提にすれば，それで直ちに重要な経営意
思決定をできる経営者は，限られていよう。しかも，意思決定の手段とし
て電子メイルが活用されるとなると， 1日の 1人当たりのメイル数が50-
500通にもなるといわれている叫確かに，マイクロソフトのビル・ゲイツ
のように， 1日に数百通のメイルを受け取り，その三分の一に返事を書く
経営者もいるが，一般的にはむしろ，念のため送っておくという意味のな
いものも含めて1日に数百通ものメイルを受け取れば，経営者の「時間と注
意」という貴重な経営資源を浪費して混乱してしまうであろう。この点の
議論がなおざりにされている”。
2.経営情報教育に対する期待の変質
いずれにしても，最新の情報技術を導入すれば，直ちに協働を高めたり，
ビジネス・チャンスを掴めたり，組織変革に繋がるものではない。そこに
は，経営的視点，もっといえば，経営情報的視点が不可欠だからである。
全社的に情報化し，全員がパソコンを使って現場情報を収集・処理し， 1 
6)内田和成「電子メイルの活用， 3段階で」『日本経済新聞」 1995年4月21B朝刊。
7)最近，『日経産業新聞』 (1997年6月12日）がサイバ一度調査をして，「サイパー企
業は高収益」と結論づけている。ただ，サイバ一度の指標として，「社長の名刺に電
子メイルが印刷されているか」「一般社員がメイルで社長に直接アクセスできるか」
との問いは，普及期の象徴的意味はあるが，本格的な利用段階になれば，工夫を要
しよう。
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日に数十・数百という電子メイルを発信し，受け取ろうとする今こそ，こ
の観点から情報技術を活用できる能力を備えることが，すべての人々に求
められている。この点に関して，流通科学大学情報学部の辻ゼミの行った
企業に対するアンケート調査の結果が興味深い（送付部数2000社，回収部
数712社，回収率35.6%）。いずれ詳細な報告がなされよう。その一部は『流
通科学大学資料 UMDS. NOW1995』でも紹介されているが，ここでも若
千取り上げて解釈を試みてみよう。
まず，情報化時代の経営に求められる人材として企業が最も重視してい
るのは，「新たな仕事や業務にチャレンジしようとする積極性」と「種々の
情報やデータを収集・解析し，業務に活かすことができる情報活用能力」
が，ともに回答度数のそれぞれ25％で，最も高い。次に「業務で発生する
問題をシステム的に分析し，新たに構築できるシステム化能力」が19％で
続いている。「コンピュータを中心とした情報技術の知識をもち，操作でき
るコンピュータ・リテラシー能力」との回答は，わずかに8％にしかすぎな
い。これは私が企業人と接して聞いた話とほぽ合致する。積極性と情報を
活用する視点と能力があれば，情報技術活用スキルは実務の中で教育・訓
練できると見ているようだ。
ここから，「情報学部とはどのような学部か」との問いに，「情報活用能
力を育成する学部」に53％の回答を寄せ，「情報システムの専門家の育成」
を選択したのが，わずかに17％なのも不思議ではない。それは，企業人の
経営情報学部（学科）への期待の縮小と別の期待の再燃（期待の変質）と
も受け取れる。したがって，「情報学部学生であればできるであろうと思わ
れるコンピュータに関する能力」と問われて， 25％が「システム分析・設
計能力がある」を挙げている。「パソコンの基本ソフトが使える」と「簡単
なプログラムが組める」が21%, 「コンピュータの基本的知識がある」が17
％である。
システム設計は，一般に，①システム分析，②全般システムの設計，③
細部システムの設計，④システムの導入の順序でなされる。このうち，シ
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ステム設計成功の鍵を握っている①システム分析（事前分析）と④システ
ム導入は，非構造的で，極めて人間臭い営みである。当然，システム設計
者は，コンピュータや分析ツールに精通している以上に，経営プロセスや
戦略・管理の知識やスキルが必要であるし，組織価値（文化）を見抜く眼
ももたねばならない8)。これは，コンピュータ情報会社人事担当の「システ
ム設計を担当する SE（システムエンジニア）の現場からは，コミュニケ
ーション能力をもつ人材をよこせと要求されている」という話とも符合す
る。そのため， SE人材を求める場合でさえ，経済や経営全般を理解して
いる経済学部や経営学部の学生を採用して養成するともいう。
営業の仕事が多いということもあるが，実際，企業に求められる順番と
なると，「商・経済・経営学部の学生が第1位」だとの回答が50%, 「理工系
学部の学生が第1位」との回答は36％なのに対し，情報学部は17％しか第 1
位に位置づけられていない（情報化が一層進んだ現時点 (1997)で再調査
すれば，もう少し高まっていると思われる）。第 2位の位置づけでは情報学
部は48％で断然トップである。しかし，学生個人のキャラクターと能力を
別にすれば（学部よりこの違いの方が大きい），コンピュータ・リテラシー
にしかまさっていない（実態はこの点もやや怪しいが）情報学部ないし経
営情報学部学生は，経営的視点から経営や会計の知識を駆使する経営学部
学生に，なかなか太刀打ちできないことになる。これは，経営情報学部・
学科でも経営的視点，できれば経営情報的視点を確立し，そこから情報技
術と経営や会計の専門的知識を駆使する必要性を示唆しており，経営情報
教育の観点から見ても，大きなヒントを与えてくれる。
3.情報学から経営情報学へ
情報技術の飛躍的発展は，経営情報化を全社的に浸透させると同時に，
8) この点は次の文献で論じた。庭本佳和「組織革新と情報認知—システム設計ヘ
の基礎的考察―-J涌田宏昭編『経営情報科学の展開』中央経済社， 1989年，第 7
章。
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経営情報教育への要請を，経営情報学部（学科）設立の大きな目的の一つ
であった「情報システムの専門家の育成」から広く「情報活用能力をもつ
人材の育成」へと変質させた。それは，結局，単なる情報科学的視点，情
報技術的視点から経営情報的視点への転換を，経営情報教育に要請したも
のであった。今日の情報技術革新が，経営情報学の確立を必要としている
といえる。そのためにも，経営情報学の確立に大きな役割を担うと思われ
る情報科学および経営学と経営情報学との現段階における関係を確認して
おこう。
(1)情報科学の形成と経営情報学
現代科学において，「情報」は「物質」，「エネルギー」と並ぶ最も碁本的
な概念の一つであるが，その本質的機能は物質やエネルギーを制御する点
にある。この情報概念が広く一般の関心を集めるようになったのは，コン
ピュータの普及によるところが大きい。コンピュータを利用した情報処理
が多くの人々に「情報概念」を焼きつけたのである。
情報概念そのものの検討は次節で行うが， 日常語としての情報は「有意
味の記号集合」からなる認知情報であり，主に言葉や映像（画像）にかか
わっている。コンピュータの扱う情報は，その領域を言葉や画像に拡大し
つつあるとはいえ，甚本的には「記号の列で表現できる離散集合」であり，
情報処理とは「有限的な理論操作による離散集合の変換」”にほかならな
い。そこでは，当然，言葉や画像も数値化されている。今Hの情報処理技
術は，この計算技術に加えて，制御技術，通信技術からなることはよく知
られていよう。
サイバネティックスの創始者であるN. ウィーナーは，通信， とりわけ
制御理論に貢献した10)。そこでは，通信，制御，計算を情報概念で統一的に
9)山田慎一『情報処理の科学』朝倉書店， 1984年，まえがき。
10) N. Wiener, Cybernetics (2nd ed.), MIT Press, 1961. 池原止支夫•他訳『サイバ
ネティックス（第二版）』岩波書店， 1962年。
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把握する道が開かれ． C.E．シャノンによって展開された通信理論11)ととも
に，情報科学の原型をなしている。計算理論は，コンピュータの前史とで
もいうべきシッカード，パスカル以来の長い機械的計算機の歴史をもつが，
直接的には思考上の計算機である「チューリング機械」を提供したA.M．チ
ューリング．さらにはこれにアイデアを得たフォン・ノイマンに負ってい
る12)。今日のコンピュータがノイマン型といわれる所以である。
数学的．統計学的研究を基礎にして1940年代に出揃ったこれら諸理論は，
関連諸手法を内包しつつ，コンピュータの発達とも相まって． 60年代には
明確に情報科学（最近では情報学ということが多い）を形成するに至った。
もちろん，情報科学は情報現象一般の解明をめざすものであるが．コンピ
ュータ利用の著しい経営ないし組織を対象にするとき，そこに，当然．経
営情報学を意識させはする。しかし，経営や組織を対象にし，それに適用
すれば．直ちに情報学が経営情報学になるのではない。何よりも経営学的
考察，組織的視点の導入が不可欠であり， もう少し進んで，経営情報的視
点，経営情報学の確立が必要である。経営情報学は，「経営の情報学（情報
学・情報技術の経営領域への適用）」ではなく，「経営情報の学（経営ない
し経営情報的視点からの情報学・情報技術の活用）」なのだという認識のう
ちに，その確立の鍵が潜んでいよう。
(2)経営学と経営情報学
経営学は，変化する環境に適応し，時に環境を創造しつつ，経営体（企
業・大学・都市・国家など）の維持•発展をめざす行為主体としての経営
の行動原理を究明する学である。もっとも，経営学が企業の大規模化・複
1) C. E. Shannon and W. Weaver, The Mathematical Theory of Communication, 
University of Illinois, 1949. 長谷川淳•井上光洋訳『シャノン コミュニケーショ
ンの数学的理論』明治図書出版， 1969年。
12) ノイマン／品川嘉也「人工頭脳と自己増殖」湯川秀樹•井上健編『現代の科学II 」
中央公論社， 1978年， 411-457頁。
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雑化とともに，所有から自立し，支配し，管理機能ばかりか，重要な経営
機能である企業家機能（事業創造・革新機能）を担うに至った経営（行為
主体＝俸給経営者）の存在と役割を理解するものとして生まれたこともあ
って，経営学の研究対象を企業に限定する意見が今も強い。そのため，企
業論や経営者論は，経営学の大きな領域を占めてきた。今日，この経営機
能（企業家機能・革新機能，管理機能・調整機能，実行機能）が組織とし
て担われており，ここに経営組織論が重要視され，近年では，経営学の中
心領域になっている。この経営組織現象の解明をめざすものが広く組織論
であり，コミュニケーション論や意思決定論，知識創造論，あるいは組織
文化論などに新しい展開を見せている。そして，特に経営や組織の維持・
発展をはかる（＝経営する）という行為主体の観点から理論構築するのが，
経営管理論や，経営環境論を踏まえた経営戦略論にほかならない。現在，
これらが経営学の中核理論を構成している。
もともと，経営体はそれ自体が総合的な存在である。経営には経済的側
面に限らず，社会的側面も，人的・心理的側面も，法学的側面も，工学・
技術的側面も備わっている。そこに，経営は経済学，社会学，心理学，法
学，工学の対象となって，それぞれ経営経済学，経営社会学，経営心理学，
経営法学，経営工学といった学問群を生みだしてきたし，それら知見を取
り込んで成り立つ経営学もまた，学際的・総合的学問だといわれる。しか
し，経営学は単なる総合の学問ではなく，学際的知見も行為主体としての
経営の観点から位置づけられ，経営行為理論の中に統合されてきた。そし
て，この経営行為理論を貫く原理が実践性にほかならない。その意味で，
経営学は実践理論科学であるが，実践性を貫徹させようとするとき，広く
哲学や理念論を含み込まざるを得ない。しかも，この実践性は，経営シス
テム設計や組織設計といった工学にも似た設計能力を求めるのである。
このような経営学と前述の情報学の境界領域に，学際的内容をもって成
立するはずの経営情報学は，名城大学 (1990)，産能大学 (1992)，摂南大
学 (1994) に経営情報研究科（大学院）が設立された今も，明確な学問領
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域として認知されておらず，その途上にある。もちろん，経営情報学＝経
営情報的視点の確立の努力は，経営学，経営情報（システム）論担当の教
員ないし研究者が担うことになろう。とりわけ，経営情報論専攻者の責任
は重い。
ところで，経営情報論者が情報技術との関連で経営組織を論じる場合，
対象組織として何を見ているか，端的には「組織と情報技術」研究の視座
をどの組織レベルに置くかによって，その研究は大きく異なってくる。た
とえば，対象組織を①部門組織だとすれば，事務処理の効率化がめざされ，
狭義OA化が問題になる。事務管理論から出発した経営情報論者の研究は
ここから出発した。コンピュータ利用研究から始めた経営情報論者は，対
象組織を暗黙のうちに②情報システム部門とすることが多い。少なくとも，
情報システム部門は経営情報論者によって長く関心をもたれた組織であっ
た。しかし，メインフレームを前提にした集中処理から分散処理，さらに
はダウンサイジングによる全社的情報武装化の動きを前にして，情報シス
テム部門は全社的情報化支援が要請され，一部企業ではさらに進んで解
体・再編の波に洗われている。この段階に至れば，情報技術との関連で論
じられる組織は③経営組織全体に及んでいる。経営情報論者が認識してい
るかどうかはともかく，経営情報論の対象組織は今や経営の全組織である。
全社的情報化は，組織のフラット化・迅速化とそれを基礎にした機敏な戦
略展開を可能にするともに，さらには戦略提携やアウトソーシングを駆使
したバーチャル・コーポレーションを可能にする技術的基盤である。
また全社的情報化は情報の共有化をもたらし，知識創造につながる潜在
的力をも秘めている。いずれにしても情報技術が，激しく動く環境を認識
（解釈）し，戦略を創造し，実行する組織能力を高める契機となるに違いな
いが，それを可能にする組織価値（＝解釈枠組み）が不可欠である。それが
先進的企業しか情報化がなかなか成功しない理由でもあろう。ここに経営
情報論研究は，経営学の本格的な理解を必要とする段階に突入している。
このように経営情報論研究は，①→②→③へと進展してきた。経営組織
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全体を視野に据えて深められる「組織と情報技術」研究の努力が，経営学
の新たな展開となるのか，経営学を超えた独自の領域を切り開き，新しい
経営情報学として確立するのかは，現段階では定かではない。少なくとも，
今のところ経営学者や組織論者の先端研究の方が，経営情報論者よりも，
いささか理論的影響が強く，経営学の新たな展開となる可能性もあるから
だ。逆に，経営情報専攻者が，経営理論の先端研究に影響を及ぽし得たと
き，経営情報学が独自の領域を切り開いているに違いない。いずれにして
も，経営学に情報科学的思考を持ち込んで成立すると思われる経営情報学
確立の鍵は，その情報認識が握っているであろう。
I 経営情報教育への基本的視座と構想
---1冑報観の革新と経営情報学の確立に向けて—
1.経営情報教育における情報認識
経営情報学部（学科）の教育の核心は，経営（情報）的視点の確立がも
たらす経営情報の認識力と活用力にある。経営情報教育へのこのような理
解は，一見，当たり前のように思われるかもしれないが，必ずしも理解の
一致をみているわけではない。なぜなら，経営情報教育に対するこのよう
な見方は，経営情報的視点の確立がなければ，経営情報の認識力も活用カ
も生まれず，経営情報を認識し活用する能力には経営情報的視点，あるい
は経営的視点が含まれていることを，暗黙のうちに意味しているからであ
る。つまり両者はワンセットで捉えられるべきものであり，一つのものの
裏表にすぎない。このような理解が十分なされないまま，経営情報学部の
情報教育は，多くの場合，情報科学的思考・手法， とりわけ情報技術の習
得に力点が置かれてきた。情報科学的手法や技術の重要性はいうまでもな
いが，そこではともすれば，情報は自明のものとして扱われ，情報概念そ
のものを正面から問うことなく，情報科学的手法や情報技術の活用力が情
報活用力と誤解されがちであった。それは経営情報学部教育が落ち込みや
すい陥穿だといえる。しかし，経営情報学部の基礎概念であるはずの「情
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報概念」でさえ，それほど明らかなわけではない。
たとえば，「規則的な信号列」を情報と理解する通信理論の場合，情報問
題は通信記号をいかに正確に伝送できるかという技術問題に解消されてし
まう。少なくとも，それを中心に展開されている。当然，「情報は，意味と
混同してはならない」ことになる。シャノンが「通信の意味論的見方は，
工学的問題には当てはまらない」と述べているのは，まさにこのことを指
している 13)。もとよりシャノンは，通信技術の進歩が情報の意味を正しく伝
え，情報受容者の行動へも貢献することを十分認識していた。その上で，
彼が通信過程における雑音問題に心を砕いたことを忘れてはなるまい。そ
のために，シャノンはウィーナーに負いつつ，マクロ的・統計的に抽出さ
れる情報の量的概念を確立したのである。ここに情報は数理分析の対象と
なり，「形式性」と「有限性」に特徴づけられた客観的な「もの」として扱
われるようになる。おかげで，コンピュータと通信技術は飛躍的発展を遂
げた。しかし，そこでは当然，情報の意味内容が問われることはない。こ
の情報観が，「有意味性」を核心とする社会科学的な情報理解にも強く影響
を及ぽしている。これを経営組織論，経営情報論の情報観に探ってみよ
?? ??ー、?
組織をコミュニケーション・システムと捉え，意思決定を組織の本質的
過程と最初に主張したのはバーナードであるが，これを正面に据えて理論
構築をするとともに情報の不完全性から経済学を批判したのが， 1978年経
済学部門でノーベル賞を受賞したサイモンにほかならない。彼は， 1955年
論文「合理的選択の行動モデル」で，意思決定過程に情報収集段階を導入
すべきことを強調し，「この情報収集によってAの各要索を Sの相異なる部
13)シャノン，前掲訳書， 15頁， 43頁。
14)情報観とその革新については以下で論じたが，ここに再論する。庭本佳和「組織
と意思決定」加藤・飯野編「パーナード』文慎堂， 1986年。庭本佳和「情報ネット
ワーク社会における企業経営」大橋・中辻編『情報化社会と企業経営j中央経済社，
1988年。
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分集合にそれぞれ対応させる，より正確な写像がえられる」と述べてい
る15）。そこにあるのは客観的情報の重要性，とりわけ事実描写性・写像性の
認識と信頼であろう。情報の認知限界を強調するサイモンにしては，意外
なほど楽観的な情報観であり ノヽ ー 一ナ ドとの大きな違いとなっている。
1955年のサイモン論文の内容は，マーチとの共著『組織』 (1958) を経て，
『意思決定の新しい科学』 (1960)に結実する。それはまさに「写像として
の情報観」に基礎を笛く意思決定論の宣言であった。
このサイモンの意思決定論，情報観に立脚して，これまで多くの経営情
報論が展開されてきた。たとえば，経営情報論の文献で，「情報は事実を伝
えるもの」，「情報は実態の写像」，「情報は現実の鏡であり，写像である」
との表現を見つけることは，さほど難しくはない16)。また「情報は不確実性
を減らすもの」と主張する経営情報論者17)は，「情報量をあいまいさの程度
の低さ」と情報理論的に理解しているが，それも「写像としての情報観」
の一種であろう。スコット＝モートンのDSS論18)も，基本的にはサイモン
15) H. A. Simon, "Behavioral Model of Rational Choice," Quarterly journal of 
Economics, 1955, p.106. 
16)涌田宏昭編著『経営情報科学』中央経済社， 1980年， 1頁， 9頁。
中辻卯ー『経営情報システム論の展開』関西大学出版会， 1990年， 188頁， 310頁。
17) H. C. Lucas, Jr., Information Systems Coneゅtsfor Management, McGraw-
Hill, 1978, p.15 
18) M. S. S. Morton and A. M. McCosh, Management Decision System, Macmillan, 
1978. 
近年の経営情報論の関心は，情報概念を自明のものとするためか，情報技術革新
が著しいためか，情報概念を通り越して，情報技術の社会的，経営的影響に関心を
移している。
・ M. S. S. Morton ed., The Coゅorationof the 1990s -Information Technology 
and Organizational Transformation, Oxford, 1991. 
・ J.I, Cash, Jr., F. W. Mcfarlan and J. L. Mckenney, CoゅorateInformation 
Systems Management (third ed.), Irwin, 1992. 
• T. J. Allen and M. S.S. Morton, Information Technology and Corporation of 
the 1990s, Oxford, 1994. 
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の枠組みに立っていよう。しかし， H常現象としての組織と情報に則して
みるなら，それですべてが解決するほど事は容易ではない。
「情報 (information）」は，ラテン語informareに由来し， もともと「形
を与える」を意味した。後に「伝える行為」に転化し，それが名詞化して
「伝える（伝えられる）こと」となって， 19世紀から20世紀にかけて，「伝
えられる内容」として一般化した。今日，情報は「事実や状況について，
ある媒体を介して伝達する，あるいは伝達される知らせ，または知識」と
解されている。ここから情報は事実や状況の客観的写像であるという理解
も生まれる。しかし，「形を与える」のは人間であり，情報は主観的な判断
やインテリジェンスによって再構成されていることを忘れてはならない。
組織のコミュニケーション・システムが示すところによれば，情報の多
くは間接情報である。自らが直接体験した内容でさえ完全に理解すること
は困難であるが，まして人に語ることは難しい。これをバーナードはゴル
フ選手の一打を目撃した観客の間でも，見たことに関して大きく食い違う
と説明している。観客は，つまり情報提供者は事実ないし状況の全てを受
け止め切れないし，述べ切れもしない。受け手は判断を行使して，あるい
はインテリジェンス（知性，解釈システム）によって，それを再構成せざ
るをえず，「事実が，事実とは正反対の判断を通してしかえられないという
逆説が最後までついてまわる」19)のである。このことは現実をそのまま捉え
ているように見えるテレビ報道（情報）の場合も変わらない。テレピが伝
えている情報は，カメラマンの眼や編集者の視点から現実を切り取り，構
成したもので，現実そのものではない。そのため，現実を鋭く袂りだすこ
ともあるし，実際より大仰に伝わることも多い。阪神大震災の報道では，
逆に被災が余りに大きすぎて，カメラが追いきれず，現実を十分に伝えら
れなかった。また編集者の想像力も，当初，震災の大きさやその悲惨さに
届かず，全貌を把握するまで時間がかかっている。これは，豊かな想像力
19)橋爪大三郎「科学の言説・法の言説」『現代思想』 1986年．第14巻3号． 134頁。
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に甚礎づけられた見る眼，視点を確立しない限り，情報を捉え伝えられな
いことを示している。少なくとも，この認識が経営情報学を確立する最低
の要件である。それを写像的情報観から構成的（解釈的）情報観への転換，
あるいは構成的情報観に甚づく写像的情報の認識と言い換えてもよい。い
ずれにしても，それは従来の経営情報論が描く世界とかなり様相を異にし
ていよう。
もともと，情報観は科学観と不可分のものである。たとえば，写像とし
ての情報観は，古典物理学をモデルとする対象的な近代科学の方法と深く
結ぴついている。論理的思考や科学的思考は，私たちの生きる世界の一部
を抽象化した言語知，対象知にかかわり，その方法は対象領域の分離・分
析である。定義と仮定と限定から要素を絞り込み，それらの因果律を明ら
かにすることによって，現実の客観的説明を行うところに特徴がある。サ
イモンの方法はその延長上に位置していよう。しかし，科学的成果の大き
さ故に，人々にその方法的前提を忘れさせ，逆に科学的に説明されたもの
が現実だと受け止められるようにまでなった。写像としての情報観もこの
反映である。テレビなどの映像情報を現実そのものと見紛う人は，典型的
な写像的情報論者といえるが，これがコンピュータ情報処理と結びついて
速やかな組織的対応を可能にしたことは否定できない。部門組織や情報シ
ステム部門で組織をイメージしてきた経営情報論者が，「写像としての情報
観」を強く主張するのはこのためである。確かに， POSであれ， CALSで
あれ，今H，相当のレベルに達しており，第I節で定義した経営情報化は，
この情報観のもとで，かなり程度実現した。変化の激しい乱流的環境にあ
っては，即応性こそが経営体の生きる道であるとすれば，速やかに状況（売
り上げ状況，在庫状況や生産状況）を写し出す情報が，競争力をを決定す
るのである。これが写像的情報観が力をもつ所以であろう。
しかし，既に指摘したように，コンピュータがもたらすデータには必ず
しも情報の膨らみをもたず，そのままこれに全てを委ねるには限界がある。
たとえば， POSデータは，確かに素早く売れ筋を掴みはするが，同時に，
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消費者が消費しつつ少しずつ価値を見いだして大きく売れてゆくような出
足の遅い商品を死に筋として排除してしまうからだ。「あらゆる不確実性の
なかで最大のものは，人々が将来のある時点で何を望んでいるのか分から
ないことだ」と言ったのはバーナードであるが，豊かさの中で人々は今何
を望み何が欲しいのかさえ自覚できない現代社会にあっては，欲望それ自
体が消費を通して醸成され構成されてくることを見逃してはならない。そ
れだけに，知識創造や戦略転換場面でトップの経営判断をコンピュータ・
データに過度に依存しては危険でさえある。それは， もちろん，データを
膨らまし解釈し判断する重要性を示してはいるが，単にコンピュータ・デ
ータ＝写像的情報を解釈するという以上に，仮定と限定の上に引き出され
た一部状況の写像的情報それ自体が構成的な方法に基礎を置いているとい
う認識を要請するのである。情報技術が経営の全組織に浸透し，経営情報
学が一部組織の実行システムのみならず，環境認知（解釈・創造），戦略革
新（知識創造）を実現する経営全体としての組織能力を問わねばならない
現在，この情報認識の革新ないしは複眼的理解なしに進められる経営情報
教育は，悲劇に終わるとまで言わずとも，実に不十分に終わらざるをえな
ぃ20)。
2.経営情報教育への基本的視座と構想
経営情報教育の狙いが，経営情報的視点の確立がもたらす経営情報の認
識力（解釈力）と活用力（意思決定力，判断力，創造力への寄与）の育成
にあるとすれば，その基本的視座は断片的情報や知識を統合して一つの像
に結ぶ経営情報的視点（＝想像的創造力）の確立ないし獲得におかれよう。
20) このような拙論に対し，「これらの概念（情報創造~は経営情報論の範疇
に属するものではなく，組織論や戦略論に属するものである。また従来の情報観（写
像論）を超える情報認識であるかどうかを問題にすることにも疑問をもつ」（中辻卯
，ー前掲書， 310頁）という批判もある。これは，対象組織の認識の違いから生まれ
る批判であろう。
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そのための中心的講座ないし科目が経営情報学（論）にほかならない。も
ちろん，現象（行為・出来事）やデータから意味を引き出す（解釈する・
創造する）枠組みとなる具体的な経営情報的視点ないし組織インテリジェ
ンスは，経営の現場での仕事＝協働（実務経験）を通した組織価値の体得
の過程で豊穣なものに鍛えるしか術はない。しかし，それらを理解し受容
しえる基礎的な枠組みないし器を用意することは，経営情報学をはじめと
する経営情報教育の役割である。また個々の経営体を超えて貫く普遍的な
見方を基礎にした主体的（＝独特な）経営情報的視点を身につければ，そ
れは個別の組織価値や組織インテリジェンスの限界を破って発展させるカ
ともなる。大学における経営情報教育においては， とりわけ，この点が大
切であろう。
経営情報的視点（＝主体的見方）の確立は，写像的情報観から構成的（解
釈的）情報観への転換ないしは構成的情報観を基礎にした写像的情報観の
認識という情報観の革新あるいは複眼的理解と表裏一体のものである。情
報観の革新または複眼的理解なしに，経営情報的視点，解釈主体の重要性
は浮かぴ上がらず，経営情報教育が目的とする情報活用力も宙に浮いてし
まうからだ。したがって，経営全体の組織次元に焦点を据えねばならない
現段階の経営情報教育は，情報観の革新（複眼的理解）を前提にして，経
営情報的視点の獲得がめざされるのである。しかし，未だ十分に確立して
いない経営情報学に，その全てを委ねるには，荷が重すぎよう。現時点で
は，経営情報学（論）を中心に，経営情報学部（学科）の全科目をその一
点めざして体系的に配置し，この困難を突破するほかない。その中核部分
だけを試論的に提示するが，一部科目は紙面の都合で強引にはめ込んだ。
当然，繋がりを示す矢印は一応の目安にすぎない。
まず，経営学総論で学んだ基礎的な経営的見方は，経営組織論，経営管
理論，経営戦略論で深められる。これらの講義でも情報的視点を取り入れ
る必要はあるが，それを組み換えて統合し，緩やかにでも経営情報的視点
を確立するのが，経営情報論の役割だ。さらに，それはその他の経営的・
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会計的知識で補われて，問題意識にまで高められ，ここに経営情報認識力
（収集力）が形成される。もとより，パソコン演習で修得したワープロや
表計算技能は，これら講義の中で直ちに活用して定着させねばならない（全
講義で，レポートは必ずワープロで作成させ，メールで送らせれば，効果
があるだろう。簿記なども，コンピュータ利用を前提とする会計データ処
理論を待たずとも，精算表や財務諸表を学ぶ段階になれば，表計算ソフト
を使って教えると便利なはずだ）。最後に，情報科学的思考と情報技術的手
法をも導入したシステム演習のコンピュータを駆使する広く経営問題解決
過程で，経営情報活用力の育成も実現するに違いない。
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